
  
  
 
 
 
 

平成 18 年 9 月期  第 1 四半期財務・業績の概況（個別） 
                                                平成 18 年２月９日 

上場会社名 株式会社ネットプライス （コード番号：３３２８ 東証マザーズ）

（ＵＲＬ http://www.netprice.co.jp/ ）   

問 合 せ 先      代表者役職・氏名 代表取締役社長兼最高経営責任者 佐藤輝英 
         責任者役職・氏名 取締役兼執行役員経営本部長   新宮 浩 

ＴＥＬ：03（5739）3360 （代表）     

            
 
１．四半期財務情報の作成等に係る事項 
① 四半期財務諸表の作成基準 ： 中間財務諸表作成基準 
② 最近事業年度からの会計処理の方法の変更の有無 ： 無 
③ 会計監査人の関与 ： 有 
   四半期財務諸表については、東京証券取引所の「上場有価証券の発行者の会社情報の適時開示等
に関する規則の取扱い」の別添に定められている「四半期財務諸表に対する意見表明に係る基準」
に基づく意見表明のための手続きを受けております。 

 
２．平成 18 年９月期第１四半期財務・業績の概況（平成 17 年 10 月１日～平成 17 年 12 月 31 日） 
(1) 経営成績の進捗状況 

 売 上 高 営 業 利 益      経 常 利 益      
四半期（当期）
純 利 益      

 百万円   ％ 百万円   ％      百万円  ％ 百万円   ％

18 年９月期第 1四半期 3,020 40.7 160 43.7 179 58.6 108 56.4

17 年９月期第 1四半期 2,145 ― 111 ― 113   ― 69 ―

(参考)17 年９月期 10,079 559 548  304

 

 
１株当たり四半期 

（当期）純利益 
 円    銭

18 年９月期第 1四半期 1,012 74

17 年９月期第 1四半期 5,128 86

(参考)17 年９月期 2,942 68

 （注） 売上高、営業利益等におけるパーセント表示は、対前年同四半期増減率を示しております。 
 
 
(2) 財政状態の変動状況 

 総 資 産 株 主 資 本      株主資本比率 
１株当たり 
株 主 資 本      

 百万円 百万円 ％ 円    銭

18 年９月期第 1四半期 4,909 3,374 68.7 31,466 47

17 年９月期第 1四半期 3,977 2,945 74.0 27,983 90

(参考)17 年９月期 4,803 3,262 67,9 30,482 15
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３．平成 18 年９月期の業績予想（平成 17 年 10 月１日～平成 18 年９月 30 日） 

1 株当たり年間配当金 
 売上高 経常利益 当期純利益 

中間 期末  

 百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭

中 間 期 6,242 352 219 0 00 － － － －

通 期 13,039 776 510 － － 0 00 0 00

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   4,926 円 10 銭 

 

(注)１．上記の金額には消費税等は含んでおりません。 

  ２．当第 1四半期の業績は概ね予想通りに推移しており、通期の業績予想に関しましては、決算短信(平成 17 年 11 

月 10 日発表)に記載しました業績予想より変更ございません。 

３．業績予想につきましては、現時点で入手可能な情報に基づき当社において判断したものであります。予想には

様々な不確定要素が内在しており、実際の業績はこれからの予想数値と異なる場合がありますので、この業績予

想に全面的に依拠して投資等の判断を行うことはお差し控え下さい。 
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４．四半期財務諸表等    

①四半期貸借対照表  （単位：千円）

期  別

 

 

科 目

前第１四半期会計期間末 

(平成16年12月31日現在) 

当第１四半期会計期間末 

(平成17年12月31日現在) 

（参考） 

前事業年度の要約貸借対照表 

(平成17年９月30日現在) 

 金 額 構 成 比 金 額 構 成 比 金額 構 成 比

（資産の部）   ％ ％  ％

Ⅰ 流 動 資 産   

 １.現 金 及 び 預 金  2,135,453  949,175   997,031

２.売 掛 金  639,350 1,195,638  1,172,337

３.た な 卸 資 産  48,021 145,958  83,337

４.そ の 他  43,473 113,744  120,826

 ５.貸 倒 引 当 金  △275 △1,088  △522

６. 流 動 資 産 合 計  2,866,024 72.1 2,403,428 49.0  2,373,011 49.4

Ⅱ 固 定 資 産   

(1) 有 形 固 定 資 産 ※1   

 １. 建 物  52,779 51,203  53,108

 ２. 工 具 器 具 備 品  167,995 152,695  147,257

 有 形 固 定 資 産 合 計  220,774 5.6 203,898 4.2  200,365 4.2

(2) 無 形 固 定 資 産  89,403 2.2 149,842 3.0  145,143 3.0

(3) 投 資 そ の 他 の 資 産   

 １. 投 資 有 価 証 券  371,880 305,537  305,537

 ２. 関 係 会 社 株 式  200,000 1,055,796  1,010,796

 ３. 長 期 性 預 金  ― 297,207  283,089

 ４. 繰 延 税 金 資 産  15,335  49,382  50,779

 ５. そ の 他  213,997  444,674  435,023

 投資その他の資産合計  801,213 20.1 2,152,597 43.8  2,085,226 43.4

 固 定 資 産 合 計  1,111,391 27.9 2,506,339 51.0  2,430,735 50.6

 資 産 合 計  3,977,415 100.0 4,909,767 100.0  4,803,747 100.0
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（単位：千円）

期  別

 

 科  目 

前第１四半期会計期間末 

(平成16年12月31日現在) 

当第１四半期会計期間末 

(平成17年12月31日現在) 

（参考） 

前事業年度の要約貸借対照表 

(平成17年９月30日現在) 

 金 額 構 成 比 金 額 構 成 比 金 額 構 成 比

（負債の部）   ％ ％  ％

Ⅰ 流 動 負 債   

  １. 買 掛 金  723,148 1,094,047  956,419

  ２. 未 払 金  235,925 286,622  260,184

  ３. ポ イ ン ト 引 当 金  ― 26,305  23,193

  ４. そ の 他※2  73,101 113,032  285,593

 流 動 負 債 合 計  1,032,176 26.0 1,520,008 31.0  1,525,390 31.8

Ⅱ 固 定 負 債   

   １. 預 り 保 証 金      ― 15,547  15,547

 固 定 負 債 合 計     ― ― 15,547 0.3  15,547 0.3

 負 債 合 計  1,032,176 26.0 1,535,555 31.3  1,540,938 32.1

 （資本の部）   

Ⅰ 資 本 金  1,112,434 27.9 1,154,500 23.5  1,153,049 24.0

Ⅱ 資 本 剰 余 金   

１. 資  本  準  備  金 971,255 1,014,067 1,012,609  

 資 本 剰 余 金 合 計  971,255 24.4 1,014,067 20.6  1,012,609 21.1

Ⅲ 利 益 剰 余 金   

  １． 第１四半期(当期)未処分利益 861,549 1,205,644 1,097,149 

 利 益 剰 余 金 合 計  861,549 21.7 1,205,644 24.6  1,097,149 22.8

 資  本  合  計  2,945,239 74.0 3,374,212 68.7  3,262,809 67.9

 負 債 ・ 資 本 合 計  3,977,415 100.0 4,909,767 100.0  4,803,747 100.0
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②四半期損益計算書  
（単位：千円）

期  別

 

 

科 目

前第１四半期会計期間 

(自 平成16年10月１日 

至 平成16年12月31日) 

当第１四半期会計期間 

(自 平成17年10月１日 

至 平成17年12月31日) 

（参考） 

前事業年度の要約損益計算書 

(自 平成16年10月１日 

至 平成17年９月30日)

 金 額 百 分 比 金 額 百 分 比 金 額 百 分 比

    ％ ％  ％

Ⅰ 売 上 高  2,145,746 100.0 3,020,110 100.0  10,079,451 100.0

Ⅱ 売 上 原 価  1,283,751 59.8 1,784,781 59.1  5,931,640 58.8

 売 上 総 利 益  861,994 40.2 1,235,328 40.9  4,147,811 41.2

Ⅲ 販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 ※１  750,012 35.0 1,074,410 35.6
 3,588,576 35.7

 営  業  利  益  111,982 5.2 160,918 5.3  559,234 5.5

Ⅳ 営 業 外 収 益 ※２  1,256 0.0 18,757 0.7  11,233 0.1

Ⅴ 営 業 外 費 用 ※３  ― ― 127 0.1  21,615 0.1

 経  常  利  益  113,238 5.2 179,548 5.9  548,852 5.5

Ⅵ 特 別 損 失 ※４  ― ― ― ―  89,135 0.9

 税引前第１四半期(当期)純利益  113,238 5.2 179,548 5.9  459,717 4.6

 法人税、住民税及び事業税 36,325 53,987 211,484 

 法 人 税 等 調 整 額 7,522 43,848 2.0 17,066 71,054 2.3 △56,758 154,726 1.6

 第１四半期(当期)純利益  69,390 3.2 108,494 3.6  304,990 3.0

 前 期 繰 越 利 益  792,158 1,097,149  792,158

 第１四半期(当期)未処分利益  861,549 1,205,644  1,097,149
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四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

期  別 

 

項  目 

前第１四半期会計期間 

(自 平成16年10月１日 

至 平成16年12月31日) 

当第１四半期会計期間 

(自 平成17年10月１日 

至 平成17年12月31日) 

前事業年度 

(自 平成16年10月１日 

至 平成17年９月30日) 

１.資産の評価基準及び評価方法  (１)有価証券 

子会社株式 

  移動平均法による原価法 

その他の有価証券 

    時価のないもの 

    移動平均法による原価法 

 

 

 

 

 

 

(２)    

 

(１)有価証券 

子会社株式 

     同左 

その他の有価証券 

    時価のないもの 

  移動平均法による原価法 

ただし、投資事業有限責任組合への

出資は、組合等の財産の持分相当額を

有価証券として計上し、組合等の営業

により獲得した損益の持分相当額を

損益として計上する方法によってお

ります。 

 (２)デリバティブ取引 

    時価法 

(１)有価証券 

  子会社株式  

同左 

 その他の有価証券 

時価のないもの 

同左 

 

 

 

 

 

 

(２) デリバティブ取引 

同左 

 (３)たな卸資産 

商品、貯蔵品 

 個別法による原価法 

(３)たな卸資産 

商品、貯蔵品 

同左 

(３) たな卸資産 

商品、貯蔵品 

同左 

２.固定資産の減価償却の方法 (１)有形固定資産 

 定率法 

なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。 

 建    物      15年 

 工具器具備品   5年～10年 

(２)無形固定資産 

  自社利用のソフトウェアにつき 

ましては社内における利用見込可 

能期間(５年)に基づく定額法 

(１)有形固定資産 

            同左 

 

 

 

 

(２)無形固定資産 

同左 

(１)有形固定資産 

            同左 

 

 

 

 

(２)無形固定資産 

同左 

 

 

３.引当金の計上基準 (１)貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権につきましては、

貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

の特定の債権につきましては個別

に回収可能性を勘案して回収不能

見込額を計上しております。 

(２)       

       

(１) 貸倒引当金 

同左 

 

 

 

 

 

 (２)ポイント引当金 

 ネットプライス会員の将来のポイン

ト行使による支出に備えるため、当期

に付与したポイントに対し利用実績率

等に基づき算出した、翌期以降に利用

されると見込まれるポイントに対する

所要額を計上しております。 

(１)貸倒引当金 

同左 

 

 

 

 

 

 (２)ポイント引当金   

        同左 
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４.リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

同左 同左 

５.その他四半期財務諸表(財務諸表)

作成のための基本となる重要な事

項 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 

 

消費税等の会計処理 

同左 

 
   （会計方針の変更）

 

固定資産の減損に係る会計基準 

当第 1 四半期会計期間より、固定資産の減損に係る会計基準(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」(企業会計審議会

平成 14 年 8 月 9 日)及び｢固定資産の減損に係る会計基準の適用指針｣(企業会計基準適用指針第 6 号 平成 15 年 10 月 31 日))を適用しておりま

す。これによる損益に与える影響はありません。 

 
注記事項 

(四半期貸借対照表関係) 

前第１四半期会計期間末 

(平成16年12月31日現在)        

当第１四半期会計期間末 

(平成17年12月31日現在) 

前事業年度末 

（平成17年９月30日現在） 

※１  有形固定資産の減価償却累計額 

 66,022千円 

※１  有形固定資産の減価償却累計額  

137,706千円 

※１  有形固定資産の減価償却累計額 

            121,496千円 

※２ 消費税等の取扱い      

仮払消費税等及び仮受消費税等は、相殺 

のうえ、金額的重要性が乏しいため、流動   

負債の「その他」に含めて表示しております。 

 

※２ 消費税等の取扱い      

  同左 

※２ 消費税等の取扱い      

      

 

(四半期損益計算書関係) 

前第１四半期会計期間 

(自 平成16年10月１日 

至 平成16年12月31日) 

当第１四半期会計期間 

(自 平成17年10月１日 

至 平成17年12月31日) 

前事業年度 

(自 平成16年10月１日 

至 平成17年９月30日) 

※１ 減価償却実施額 

有形固定資産      5,255千円 

無形固定資産        1,669千円 

※１ 減価償却実施額        

    有形固定資産       16,209千円

無形固定資産          8,677千円

※１ 減価償却実施額        

      有形固定資産      61,272千円 

      無形固定資産        23,407千円 

※２  

 

 

※２ 営業外収益のうち主要なもの 

     受取利息         1,570千円

      デリバティブ評価益     14,117千円

 

※２ 営業外収益のうち主要なもの 

      受取利息         7,099千円 

          雑収入           3,685千円 

※３  ※３   ※３ 営業外費用のうち主要なもの 

        投資事業組合運用損    4,462千円 

          デリバディブ評価損    16,910千円 

※４    ※４  ※４ 特別損失のうち主要なもの 

          移転費用         1,820千円  

        投資有価証券評価損    86,879千円 

 



 
 

8  

(リース取引関係) 

前第１四半期会計期間 

(自 平成16年10月１日 

至 平成16年12月31日) 

当第１四半期会計期間 

(自 平成17年10月１日 

至 平成17年12月31日) 

前事業年度 

(自 平成16年10月１日 

至 平成17年９月30日) 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外 

のファイナンス・リース取引 

 

１. リース取引の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及 

び第１四半期末残高相当額 

 

 取得価額

相当額 

減価償却

累計額 

相当額 

第 1四半

期末残高

相当額 

工具器具

備品 

千円 

10,031 

千円 

1,138 

千円 

8,892 

合計 10,031 1,138 8,892 

 

２.未経過リース料第１四半期末残高相当額 

１年内 2,360 千円 

１年超 6,649 千円 

合計 9,010 千円 

 

 

３. 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 

 

支払リース料 366 千円 

減価償却費相当額 434 千円 

支払利息相当額 25 千円 

 

 

４.減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。 

 

５.利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価格相当額との差額

を利息相当額とし、各期への配分方法については、利

息法によっております。 

 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以 

外のファイナンス・リース取引 

 

１.リース取引の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及

び第１四半期末残高相当額 

 

 取得価額

相当額 

減価償却

累計額 

相当額 

第 1四半

期末残高

相当額 

工具器具

備品 

千円 

  13,434 

千円 

4,500 

千円 

8,933 

合計   13,434 4,500 8,933 

 

２.未経過リース料第１四半期末残高相当額 

１年内 3,529 千円 

１年超 5,520 千円 

合計 9,049 千円 

                        

 

３.支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 

 

支払リース料 921 千円 

減価償却費相当額 884 千円 

支払利息相当額 51 千円 

             

 

４.減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 

 

５.利息相当額の算定方法 

同左 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取引 

 

１.リース取引の取得価額相当額、減価償却累計額相当額 

及び期末残高相当額 

 

 

取得価額

相当額 

減価償却

累計額 

相当額 

期末残高

相当額 

工具器具

備品 

千円 

13,434 

千円 

3,615 

千円 

9,818 

合計 13,434 3,615 9,818 

 

２.未経過リース料期末残高相当額 

１年内 3,509 千円 

１年超 6,410 千円 

合計 9,920 千円 

                                 

 

３.支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 

 

支払リース料 3,030 千円 

減価償却費相当額 2,912 千円 

支払利息相当額 196 千円 

 

                    

４.減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 

 

５.利息相当額の算定方法 

同左 
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（有価証券関係） 

    子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

 

(デリバティブ取引関係) 

 四半期連結財務諸表を作成しているため記載を省略しております。 

   

（持分法損益等） 

 四半期連結財務諸表を作成しているため記載を省略しております。 

 

（１株当たり情報） 

四半期連結財務諸表を作成しているため記載を省略しております。 
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(重要な後発事象) 

 

前第１四半期会計期間 

(自 平成16年10月１日 

  至 平成16年12月31日) 

 

当第１四半期会計期間 

(自 平成17年10月１日 

  至 平成17年12月31日) 

前事業年度 

(自 平成16年10月１日 

  至 平成17年９月30日) 

(1)新株予約権発行の決議について  
当社は平成 16年 12月 16日開催の第５期
定時株主総会において、商法第 280 条ノ 20
および商法第 280 条ノ 21 に規定に基づいて
新株予約権を発行する旨の承認を得ておりま

す。これ基づき、平成 17年１月 27日開催の
取締役会において、次のとおり新株予約権を

無償にて発行することを決議いたしました。 
 
①株主以外の者に対し特に有利な条件により

新株予約権を発行する理由  
当社及び当社子会社の取締役、監査役および

従業員の業績向上への意欲や士気を一層高め

ることを狙いとして、新株予約権を発行いた

します。 
 
②新株予約権の要領 
新株予約権の発行日 平成 17年１月 27日 
新株予約権の発行数 411個(新株予約権１個 
につき普通株式１株) 
新株予約権の発行価額  無償 
新株予約権の目的たる株式の種類および数 
当社普通株式 411株 
割当を受ける人数およびその内訳 
当社の取締役、監査役および従業員  87名 
当社子会社の取締役および従業員    ２名 
新株予約権行使時に払込みをすべき金額 

１株当たり 761,000円 
新株予約権の行使により発行または移転され

る普通株式発行価額の総額      
312,771,000円 

新株予約権の行使により株券を発行する場合

の発行価額のうちの資本組入額  
１株当たり 380,500円 

新株予約権の行使期間 
平成 18 年 12 月 16 日から平成 28 年
12月 15日 

 
 

 

 

 

 

 

(1) 第三者割当増資による新株発行について 
当社は、平成 18年１月 19日開催の当社取締 

役会において、第三者割当による新株式発行に 
関し、下記のとおり決議し、新株を発行いたしま 
した。 

 
       
     
     
 
  
 
 
 
 

 
   

   
     

 
 
 
 
 
 
 
 

①発行新株式数 普通株式 5,000株 
②発行価額 １株につき金 468,000円 
③)発行価額の総額 2,340,000,000円 
④資本組入額 １株につき金 234,000円 
⑤資本組入額の総額 1,170,000,000円 
⑥申込期日 平成 18年２月７日 
⑦払込期日 平成 18年２月７日 
⑧配当起算日 平成 17年 10月１日 
⑨割当先及び株式数 株式会社電通   3,000株 
 株式会社サイバ

ー・コミュニケー

ションズ   

2,000株 

⑩資金使途  
当該増資に係る資金の使途につきましては、新 

規事業開発投資等に充当する予定であります。 

(1) 合弁会社設立について 
  当社は、平成 17年 11月 10日開催の取締役会決
議に基づき、株式会社ネクストジャパン(本社：大
阪府吹市、代表取締役社長：長江芳実)との業務提
携の一環として、本年 11 月 21 日を期日として合
弁会社「株式会社アミューズボックス」を設立いた

しました。 
 
 ① 合弁会社設立の趣旨 
 当社では、携帯電話およびパソコンからアクセス

可能なインターネット上での通信販売事業を行っ

ており、自社で運営するWEB・モバイルサイト上
で雑誌、ラジオ、インターネット、交通広告等の約

120 の有力提携媒体と連動したショッピングサー
ビスを展開しております。 
  今後、株式会社アミューズボックスを通じて 600
万人を超える大規模会員組織「JJCLUB100」と連
動した新たなショッピングサービスを開始するこ

とで、商品販売チャネルの更なる拡大を図ると同時

に、商品の申し込みが増えるほどに価格が安くなる

販売方式「ギャザリング」の効果を増加させること

により、インターネットを通じた新たな流通スタイ

ルの構築を目指します。  
 
 ② 合弁会社の概要  
 (１)商 号        株式会社アミューズボックス  
 (２)代表者       代表取締役社長   佐藤輝英  
                         （当社代表取締役社長） 
                 代表取締役副社長 渡邊一正 
                         （株式会社ネクストジャパン取 

締役上席副社長） 
 (３)設立年月日   平成 17年 11月 21日  
 (４)主な事業の   携帯電話およびパソコンイン 
内容     ターネット上でのショッピン 

グサービス事業ならびにオン 
ラインアミューズメント事 
業  

  (５)役員構成         代表者は上記２名が兼務。他取 
締役は両社よりそれぞれ１名ず 
つの選出とし、監査役は株式会 
社ネクストジャパンからの選出 
といたします。 

  (６)資 本 の 額                      90百万円  
  (７)発行株式総数                    1,800株  
  (８)株主構成および  株式会社ネットプライス 
       所有割合                                    50.0％  
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